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施策 4205
妥当性 妥当 コスト削減の余地 無 受益者負担 適正

上位貢献度 有効 類似事業の有無 無 成果向上の余地 有
市内障がい者等対象
障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らせる「共生社会」の実現に向け、適切な福祉サ
ービスの提供、社会参加の促進、権利擁護に係る支援の充実を図ります。

施
策
が
目
指
す
姿

障がい者年間相談件数・・・2022年度目標値5,000件(現状値 4,617件）成
果
指
標

平成30年度
4,850.00
5,629.00

4,817,842
4,536,039

平成31年度
4,850.00
5,072.00

4,975,376
4,975,376

令和2年度
4,900.00
5,164.00

5,258,058
5,258,058

令和3年度
4,950.00

0
0

令和4年度
5,000.00

0
0

「障がい者に対する支援満足度」を向上させるためには障がい者のニーズに合わせた支援
の実施が必要であるため、本単位施策の貢献度は高い。貢献度

障がい者の年間相談件数は、基幹相談支援センター相談業務やサービス等利用計画につい
ての相談が順調に進んでいる事から目標を達成できた。達成状況

困難な事例対応や相談支援事業者への指導・助言を行う機能を担う基幹相談支援センター
が整備されている。事業者等からの情報を収集蓄積し、迅速的確な対応をしていく。課題

障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、様々な支援を切れ目なく提供
できる体制の充実を図る。取組方針

外

部

評
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201501
事業ｺｰﾄﾞ 名 称 ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円) 達成度

社会福祉施設整備費補助金 4,500

令和2年度

100
210601 障がい者福祉計画策定事業費

05100000

11,178 100
210901

保健福祉部 障がい福祉

特定疾患者介護手当支給費 47,085 100

障がい者の自立支援の充実

211001 福祉タクシー料金助成事業費 37,237 100
211901 障がい者相談支援事業費 46,848 100
212201 重度障がい児支援手当支給費 5,325 100
212301 障がい者等移送サービス事業費 7,568 100
212501 障がい者等社会参加促進事業委託費 4,659 100
212701 軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成事業費 1,306 100
216201 地域活動支援センター委託事業費（栃木）

単位施策評価表 所属

22,754 100

成果指標１
[ ]
成果指標２
[ ]

成果指標３
[ ]

成果指標４
[ ]
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保健福祉部 障がい福祉

4205施策

令和2年度 05100000

事業ｺｰﾄﾞ 名 称
障がい者の自立支援の充実

701001
ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円)

障がい者就労支援事業費
達成度

2,250 100
744601 身体障がい者補助犬健康管理等費用補助金 786 100
755701 共生社会の実現のための合理的配慮推進事業費 9,604 100
210301 障がい者体力増進補助事業費 1,730 70
210101 重度心身障がい者医療費助成事業費 372,787 1
210401 障がい福祉団体補助事業費 4,471 1
211101 身体障がい者（児）補装具等交付事業費 77,921 1
211201 自立支援医療費事業費 202,263 1
211301 特別障がい者手当等給付事業費 50,678 1
211401 障がい者自立支援事業費 3,895,200 1
211501 成年後見制度利用支援事業費 2,325 1
211701 障がい者在宅生活支援委託事業費 93,172 1
211801 障がい支援区分審査判定事務費 15,366 1
216203 地域活動支援センター委託事業費（藤岡） 13,430 1
216204 地域活動支援センター委託事業費（都賀） 11,797 1
233401 特別児童扶養手当支給事務費 1,550 1
742001 障がい福祉課一般経常事務費 795 1
746001 国県支出金返還金（障がい福祉課） 87,141 1
790701 会計年度任用職員人件費（障がい福祉課） 11,308 1
201701 障がい児者アートセミナー事業費 750 0
210801 身体障がい者福祉電話設置事業費 750 0



施策

妥当性 妥当
障がい者に対する相談支援については、相談者の様々なニーズの把握や
サービス利用希望者への利用計画作成、支給決定後の計画見直しなど、
市が相談窓口となっているため。

コスト削減の余地 無

住み慣れた地域で安心して生活していくため、相談業務やサービス利用な
どは、その障がいの特性に応じて時間をかけて築いてきた信頼関係の下
に進められており、まずは安心安定した生活を念頭に個人に寄り添った支
援を考える必要がある。

受益者負担 適正
障害者総合支援法により、障がい者個人の所得状況を鑑みて、利用料の
個人負担が決定されている。

上位貢献度 有効
対象者からの相談内容は多様化しているため、相談内容から得られる
様々なニーズや解決手法を蓄積することは、今後の相談業務に必要不可
欠であり、　将来にわたり貢献度は高いと考えられる。

類似事業の有無 無

障がい者自身やその家族も様々な悩みを抱えており、その問題解決のた
めに相談支援専門員を必要とする状況が多い。障がい者の自立した生活
に向け、必要なサービス利用につなげるなどのプランを提供する類似事業
は他にはない。

成果向上の余地 有

障がい者にとっては、生活上のあらゆる事柄が相談に結びつき、それぞれ
違った内容であるため、今後も相談による情報を蓄積していくことで、将来
的により迅速で、各々の障がいの特性に的確な対応をしていく必要があ
る。

貢献度

達成状況

課題

取組方針

単位施策評価表　補表

　4205　　　障がい者の自立支援の充実

内部評価

区分

障がい者の様々な悩み・ニーズに対し、今後のサービス提供につなげ
るための情報収集や、障がい者を含めた家族などの周辺環境に問題
がある場合などの解決に向けた手法など、今後も情報を蓄積し将来に
向けた相談業務に生かしていくことになるため、貢献度は高い。

当初計画の相談件数からは大幅に増加している。サービス利用計画に
基づく相談業務に加え、基幹相談支援センター（障がい児者相談支援
センター）の設置及び手話通訳者の配置により、障がい者本人やその
家族からの相談を含め、生活全般に係わる相談が増えている。

今後は、複合的な課題を抱える困難事例に、迅速かつ的確に対応でき
るよう、担当職員の資質向上を図ると共に、地域生活支援体制（くらし
だいじネット）の更なる体制の充実を図る必要がある。また、早期に相
談・支援につながりにくい「ひきこもり対策」の推進を、関係機関と連携・
協力しながら進めていく必要がある。

基幹相談支援センター（障がい児者相談支援センター）の役割の充実と
地域生活支援体制（くらしだいじネット）の機能充実、障がい者相談支援
専門員の配置や手話通訳者の配置によりコーディネイト機能の充実が
図られた。今後も、障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らしていく
ための支援を、より細やかにかつ円滑に対応できるよう体制整備を進
めていく。


